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This paper proposes the social insurance contribution rule that is based on a 
unified framework. It also discusses a desirable direction of reform. If the rule is based 
on that of private insurance, the contribution should be related to benefits. When a 
policy purpose requires mandatory enrollment, however, the insurance should take 
either of the following two schemes: (1) it reduces a burden of a low-ability-to-pay 
person, and revenue loss is subsidized by tax revenue, or (2) the contribution is related 
to the person’s ability to pay, and the social insurance conducts income redistribution 
inside it.   
The latter has more similarity with the existing rule. Therefore, the unequal burden on 
different sources of income should be eliminated as soon as possible, and then the 
contribution should apply the ability-to-pay principle. Since the social insurance is 
engaged in income redistribution, government subsidies financed with taxes can be 
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表１  税，社会保険，民間保険の比較 
 
  税  社会保険  民間保険 









強制力  強制力  強制力 
（税より弱い） 
任意加入 
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(A)  低所得者の減免 
                                                  





の最上位層の１人当たり消費支出は最下位層の 1.87 倍であったのが， 「保健医療サービス」
への１人当たり支出は 1.21 倍になっている。 
3  強制加入が保険市場の逆選択の問題を改善する可能性は，Greenwald and Stiglitz (1986)
によって示されている。  
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  したがって， 
 
争点１  強制加入を担保する応能原則を部分的に適用とする （低所得者への減免措置） か，
全面的に適用するか（定率負担4） 




  第２の留意点として， （B）案において現状の被用者保険のように負担上限が存在するな










2.4  制度設計 
  以上の議論をあらためて整理すると，以下のようになる。 
 
                                                  
4  なお，ここまでの議論は累進的な負担の可能性を否定するものではないが，現在の被用者
保険が報酬比例保険料であることを受けて，累進的保険料は考察の対象外とする。  




















  ３号被保険者に定額保険料が課される。 
医療・介護保険 
  被用者保険の負担が報酬比例から定額負担に変更される。 








                                                  
5  ただし，このことは公的年金の２階部分に問題点がないことを意味しない。公的年金でお
いて世代間の所得再分配には大きな問題がある。 くわしくは， 岩本(2006) ［あるいは本書第？
章］を参照。  




  ３号被保険者は現状と変化がない。 
医療・介護保険 























(a)  世帯員の所得を合計して，世帯に賦課する 
(b)  世帯員の所得を合計したあと人数で割り個人単位の所得に換算して，個人に賦課する 




















                                                  
6  なお，年金を個人貯蓄の代替としてとらえるならば，同居していても親子の所得合計を負
担能力と見なすことはおかしく，夫婦単位でとらえることが適当であろう。  


















るということができる。 ただし， 厚生年金に部分免除制度がない点は対応がとれていない。 
















8 3/4 免除，1/4 免除は 2006 年７月から導入された。  
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１号被保険者が保険料を全額免除された場合は，基礎年金は国庫負担分（保険料を全額支
払った場合の３分の１）しか支給されない。しかし，３号被保険者は，保険料を支払わな



























                                                  
9 『国民経済計算年報』 （内閣府）によれば，2004 年の社会保障負担は被用者負担に限定し
ても 28.1 兆円であり， 個人の所得税負担の 21.4 兆円を上回っている。 経済学的には事業主
負担は被用者に転嫁されると考えられるので，それを加えると社会保障負担は個人所得税
負担の２倍以上に相当する。  


























3.5  公費負担の現状 
  2.3 節では定額負担の問題を整理することが公費負担の位置づけを整理することにつな
がることを見た。この議論を受けて，公費負担の現状を整理してみよう。 
  公的年金では基礎年金の給付費の３分の１強が公費負担になっている10。 高所得者への年
金給付で負担能力の低い者へ焦点をしぼった公費負担ではないことが，上で整理した公費
負担の根拠に合わない。したがって，基礎年金を社会保険方式で運営しているときに公費
                                                  
10 2004 年改正において，2004 年度に従来の３分の１から２分の１への引き上げに着手し
て，2009 年度までに完全に引き上げることとされた。  







































のようになる。 このような原則を実現するために， 各制度には以下のような改革が生じる。 
(1)  公的年金（１階部分）については，１号被保険者は世帯所得，２号被保険者は賃金に
対して比例保険料とする。徴収コストに見合わないほどの低所得者からは保険料を徴収し





(2)  国保・介護保険の保険料は所得比例に変更される。 
  医療保険では，制度間の財政調整をおこなうことによって，保険内の所得再分配を合理
的な方法でおこなう（具体的な財政調整の提案については，岩本[1998]を参照） 。 
                                                  
11  公的年金の２階部分は，給付と負担が報酬比例で対応しているので，本稿で取り上げた
論点からの改革はない。ただし，注５を参照。  
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